
【特別支援教育課 2022.3】

基本的な考え方

　平成28年３月に出された「滋賀のめざす特別支援教育ビジョン（実施プラン）」は、平成28年度からの導入期、令和元年度からの定着期を経て、今年度から５年間の拡大
期に入り、導入期・定着期の取組を県全体に広げ、研究段階から具体化、制度化を進める段階を迎えている。国の動向や社会情勢など特別支援教育を取り巻く環境の変
化、施策の進捗状況を踏まえながら実施プランの状況確認を行い、今年度内の修正ロードマップ公表を目指すこととした。
　

　

 

平成２８年度（2016年度）から平成３０年度（2018年度）

導入期
（研究・モデル事業の実施）

令和元年度（2019年度）から令和２年度（2020年度）

定着期
（拠点地域での実施）

令和３年度（2021年度）から令和７年度（2025年度）

拡大期
（県全体に広げていく）
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基本理念

取組の方向性

H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

小中高一貫したキャリア教育の推進

小・中・高キャリア教
育・進路指導連絡
協議会の開催

小・中・高・特支キャリ
ア教育・進路指導連
絡協議会の開催

小学校におけるキャリア教育の充実

児童の自己有用感
を高めるキャリア教
育の推進

中学校におけるキャリア教育の充実

生徒の自己有用感
を高めるキャリア教
育の推進

福祉・労働等の関係機関、大学・専門学校等との連携

連携会議の開催

高等学校における関係機関と連携した就労支援

研究校におけるモ
デル事業の実施(３
年次）

モデル事業の成果検
証と普及

１(4) 高等学校
におけるキャリ
ア教育と職業
教育の充実

①　障害のある生徒の居住地域の福
祉・労働等の関係機関との連携を密
にして、就労支援に努めるとともに、
大学や専門学校等の進学先との連
携を図る。

福祉・労働等の関係
機関、大学・専門学校
等との連携による支
援の充実

②　障害のある生徒の自立と社会参
加に向け、キャリア教育・職業教育を
推進し、福祉・労働等の関係機関と
連携した就労支援を促進する。

高等学校における特
別支援学校や関係機
関と連携した特別な
教育的ニーズを有す
る生徒へのキャリア教
育・就労支援の充実

年次計画

１(1) 小中高の
一貫したキャリ
ア教育の実施

小中高等学校および特別支援学校
のそれぞれにおいて、障害のある児
童生徒の日常的な社会生活能力の
向上を図るための指導を充実させ、
卒業後の社会的・職業的自立と社会
参加を推進する。

小中高一貫したキャリ
ア教育の推進

第３　計画の目標とロードマップ【２０２２年３月版】　

　　障害のある子どもが十分な教育を受けられるよう、教育の充実を図るとともに、障害のある子どもと障害のない子どもが共に学び合うことにより、「地域で共に生きていくための力」を育てる。

○　障害のある子どもが十分な教育を受けられるよう、教育の充実を図るとともに、障害のある子どもと障害のない子どもが共に学び合うことにより、「地域で共に生きていくための力」を育てる取組を進める。
　＜地域で共に生きていくための力＞
　①　障害のある子どもが、地域の同世代の子どもや大人との交流等を通して、地域社会の中で積極的に活動し、その一員として豊かに生きることのできる力
　②　人との豊かなコミュニケーションの中で、与えられた役割や仕事に責任を持って最後までやりきり、地域社会に積極的に参画して、生活基盤を形成することができる力
○　「共に学ぶ」を基本の柱として、基本の柱を支える６つの柱ごとに具体の手立てを講じる。
　１　社会的・職業的自立の実現　　２　発達段階に応じた指導の充実　　３　教員の指導力や専門性の向上　　４　教育環境の充実
　５　教育における連携（役割分担）の推進　　６　適切な就学相談の推進
○　県と市町とが緊密に連携・協働して、インクルーシブ教育システムの構築に向けた取組を進める。
○　市町の有する教育資源等を踏まえ、各市町の課題に応じた共同研究やモデル事業等を通して取組を進める。

柱　１

社会的・職業
的自立の実現

目標
　○障害のある子どもが、日常生活上や社会生活上の技能・習慣を身に付け、社会参加のための知識や技能および態度を養うことができるよう、社会的・職業的自立に向けた指導を展開する。

目標の達成に向けた考え方
  ○　子ども一人ひとりのキャリア発達を促すことができるよう、早期の段階から卒業後を見通した指導と支援を行うことにより、社会的・職業的自立を図る。

１(2) 小学校に
おけるキャリア
教育の充実

児童が自らの長所を伸ばし自己肯
定感や自己有用感を高めていけるよ
う、体験や経験による学習を中心に
成功体験を積み重ね、興味関心を
広げていくことのできる教育を行う。

児童の長所を伸ばし
自己有用感を高める
自立に向けたキャリア
教育の推進

１(3) 中学校に
おけるキャリア
教育の充実

生徒が自らの長所を伸ばし自己肯
定感や自己有用感を高めながら、将
来の自立に向けた進路が選択できる
よう、高等学校や特別支援学校高等
部、また、障害児入所施設などの進
路先の把握に努めるとともに、生徒
の障害状況も踏まえた生徒・保護者
への適切な情報提供を行う。

生徒の長所を伸ばし
自己有用感を高める
自立に向けたキャリア
教育の推進

項目 具体の取組 取組目標
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

高等養護学校・高等部への職業学科や職業コース等の設置

教育課程の編成・
施設設備の研究

研究結果に基づく設
置計画の策定
知肢併置校に職業
コース設置開始

高等養護３校に職業
学科「しごと総合科」
設置

北大津高等養護学校
開校に伴い高等養護
学校４校に職業学科
「しごと総合科」設置

高等養護学校の学級定員の見直し

調査・研究 検討（規則等改正）

特別支援学校高等部の特色化に伴う通学区域の見直しと単独通学生の拡大

調査・研究 制度設計の検討
2020年度入学者選考
試験より伊吹分教室
校区変更運用開始

職業人育成プログラムの運用と授業改善

プログラムの検証、
授業改善

授業改善の継続

企業と生徒とのマッチング促進による就職率向上と離職予防

アドバイザーの配置

しがしごと検定を活用した職業教育の推進

検定本格実施
本格実施の成果と課
題の整理・検討、企
業への啓発

種目数の精選、運営
体制の見直し

種目数を４つに精選
し運営

「しがしごと応援団」の活用等による雇用の理解啓発促進

「しがしごと応援団」
の創設

活用と登録企業の拡
大

「しがしごと応援団」
の運用促進

「しがしごと応援団」
の活用促進

福祉・労働等の関係機関、大学・専門学校等との連携

就労および進学支
援

特別支援学校高等部への生活技能コースの設置

教育課程の編成・
施設設備の研究

研究結果に基づく設
置計画の策定
知肢併置校に設置開
始

研究成果に基づく
コース設置と実践お
よび検証

福祉・労働等の関係
機関、大学・専門学校
等との連携による支
援の充実

⑨　福祉・医療等との連携を図り、健
康の保持、心理的安定、人間関係
の形成など、自立活動の内容を取り
入れた、障害のある子ども一人ひとり
の生活の質を高めることができる指
導の充実を図る。

生活の質を高める指
導の充実

企業と生徒とのマッチ
ングの促進

⑥　生徒一人ひとりの働く意欲を育
て、卒業後に向けての目標が明確と
なるとともに、企業にとって雇用の目
安ともなるような「滋賀らしい」技能検
定を実施する。

しがしごと検定を活用
した職業教育の推進

⑦　障害のある生徒への理解と実習
機会の拡大や障害者雇用の促進に
つなげられるよう、企業や経済団体
と共に支援の仕組みを研究・検討す
る。

「しがしごと応援団」の
活用等による授業改
善と障害者雇用の理
解啓発の促進

①　特別支援学校におけるキャリア
教育の推進のため、生徒の障害の
程度に応じて教育内容や教育課程
を見直すとともに、高等部に職業学
科や職業コース等を置くことについ
て研究・検討する。

社会的・職業的自立
をめざす学科・コース
の設置による職業教
育の充実

②　多様な人々との交流によりキャリ
ア教育をより効果的に進めるため、
進学ニーズの高い高等養護学校の
学級定員等そのあり方について研
究・検討する。

高等養護学校の学級
定員のあり方につい
ての研究・検討

③　学校の特色化を踏まえ、生徒が
希望する学校を選択できるよう通学
区域のあり方について研究する。ま
た、将来の通勤等を視野に入れ、単
独通学できる生徒の育成に向けた
手立てを検討する。

特別支援学校高等部
の特色化に伴う通学
区域の見直し
単独通学生の拡大

④　生徒の就労意欲と基礎的な技
能を高めるため、職業人育成プログ
ラムの活用による企業の知見を生か
した授業改善を進め、職業教育の充
実を図る。

企業の知見を生かし
た授業改善による職
業教育の充実

⑤　就労先の開拓を促進し、企業向
けの学校見学会や合同面接会等を
開催するなどして、企業と生徒との
マッチングを促進するとともに、関係
機関との連携を図り、就職率の向上
と職場への定着を図る。

１(5) 特別支援
学校における
キャリア教育と
職業教育の充
実

⑧　障害のある生徒の居住地域の福
祉・労働等の関係機関との連携を密
にして、就労支援に努めるとともに、
大学や専門学校等の進学先との連
携を図る。

項目 具体の取組 取組目標
年次計画
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

資料等を活用した啓発や指導・支援の充実

指導・啓発資料等
の作成・活用
学習機会の提供

「教育課程編成ガイド
ブック」の作成・活用

障害のある児童・生徒の体力の向上の推進

体力の向上の推進

特別支援学校の部活
動に大学生の指導者
を派遣

障害のある児童・生徒のスポーツ体験の推進

スポーツ体験の推
進

滋賀県障害者スポー
ツ大会の拡充（障害
者スポーツ体験会の
開催）

幼稚園・保育所・認定こども園等への情報提供の推進と支援の充実

調査・研究
情報提供の推進と支
援の充実

センター的機能の活
用促進と充実

就学相談担当者の力量向上を図る研修の実施

専門研修の実施

現場のニーズに応え
る研修の場の設定

人権の視点を大切にした互いに認め合える集団づくりの推進

集団づくりの推進

２(2) 幼稚園・
保育所・認定
こども園等の
段階

①　幼稚園・保育所・認定こども園等
における障害のある幼児への適切な
支援および保護者への情報提供が
行われるよう、幼稚園・保育所・認定
こども園等からの要請により、特別支
援学校のセンター的機能を活用した
支援や情報提供を推進する。

特別支援学校のセン
ター的機能を活用した
幼稚園・保育所・認定
こども園等への情報
提供の推進と支援の
充実

②　幼稚園・保育所・認定こども園等
において適切な就学指導や保護者
への情報提供が行われるよう、管理
職や就学相談担当者等の専門性の
向上を図るための研修を実施する。

就学相談担当者の力
量の向上

③　全ての幼児が、自己を発揮し
て、自信を持って行動できるよう、人
権の視点を大切にし、互いに認め合
える集団づくりを進める。

人権の視点を大切に
した互いに認め合える
集団づくりの推進

項目 具体の取組 取組目標
年次計画

２(1) 各発達段
階に共通した
事項

①　教員や保護者・県民に対して、
障害のある子どもの理解を深め、子
ども一人ひとりに応じた指導と支援
の充実を図る。

指導・啓発資料等の
作成・活用や学習機
会の提供による障害
理解の促進と指導・支
援の充実

②　発達段階に応じた基本的な運動
能力を身に付けさせ体力の向上を
図るため、生涯スポーツにつながる
様々な運動やスポーツに取り組む機
会を設ける。

障害のある児童・生徒
の体力の向上の推進

障害のある児童・生徒
のスポーツ体験の推
進

柱　２

発達段階に応
じた指導の充

実

目標
　○　障害のある子ども一人ひとりの能力の伸長と豊かな成長をめざして、各学校園における発達段階に応じた指導の充実と改善を図る。

目標の達成に向けた考え方
  ○　早期の段階からの専門的な指導・支援により、障害のある子どもの能力の伸長と豊かな成長をめざした幼・保、小、中、高一貫した指導体制を構築する。
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

読み書きの困難さ等を改善する専門的な指導・支援の実施

モデル事業の研究成
果の発信

個別の指導計画の利
活用に係る目安の検
討

指導計画(91.9%)・支
援計画(78.5%)の利活
用 指導計画(97.1%)

支援計画(87.5%)
指導計画(99.0%)
支援計画(90.4%)

指導計画(99.9%)
支援計画（95.4%）

数値目標
指導計画（100%)
支援計画（96%）

数値目標
指導計画(100%)
支援計画(100%)

互いの違いやよさを認め磨き合う人権教育を大切にした集団づくりの推進

集団づくりの推進

対人関係の困難さを改善する専門的な指導・支援の実施

モデル事業の研究成
果の発信

個別の指導計画の利
活用に係る目安の検
討

指導計画(92.5%)・支
援計画(75.5%)の利活
用 指導計画(97.1%)

支援計画(84.5%)
指導計画(98.1%)
支援計画(89.9%)

指導計画(99.6%)
支援計画（95.2%）

数値目標
指導計画(100%)
支援計画（96%）

数値目標
指導計画(100%)
支援計画(100%)

互いの違いやよさを認め磨き合う人権教育を大切にした集団づくりの推進

集団づくりの推進

ソーシャルスキルトレーニング指導者研修の実施

研修講座の開設
特別支援教育コー
ディネーター連絡会
での研修会

特別支援教育コー
ディネータ連絡会を
特別支援教育コー
ディネーター研修とし
て実施（高等学校）

高等学校における自立活動および授業改善等の研究

研究校におけるモ
デル事業の実施(３
年次）

モデル事業の成果検
証と普及 通級による指導の導

入、検証と普及
通級による指導の拡
大検討

互いの違いやよさを認め磨き合う人権教育を大切にした集団づくりの推進

集団づくりの推進

特別支援学校高等部への生活技能コースの設置

教育課程の編成・
施設設備の研究

研究結果に基づく設
置計画の策定
知肢併置校に設置開
始

研究成果に基づく
コース設置と実践お
よび検証

障害のある生徒の文化芸術活動の活性化

発表会等の実施
各地域で発表会・販
売会等の実施

③　全ての生徒が、互いの違いやよ
さを認め磨き合う教育を推進するた
め、人権教育の視点を大切にした集
団づくりを進める。

互いの違いやよさを
認め磨き合う人権教
育による集団づくりの
推進

２(5) 高等学校
段階

①　生徒に充実感や成功体験を味
わわせ対人関係の困難さの改善を
図るため、教員を対象としたソーシャ
ルスキルトレーニング指導者研修を
実施し、発達障害のある生徒への指
導力の養成を図る。

高等学校における発
達障害のある生徒へ
の指導力の養成

②　障害のある生徒の卒業後の自立
に向けた社会生活能力の向上を図
るため、対人関係に困難さのある生
徒への専門的な指導・支援を充実さ
せるとともに、特別な教育課程編成
の研究を進める。

高等学校における自
立活動等の特別な教
育課程および授業改
善に関する研究の推
進

２(6) 特別支援
学校各学部段
階

①　福祉・医療等との連携を図り、健
康の保持、心理的安定、人間関係
の形成など、自立活動の内容を取り
入れた、障害のある子ども一人ひとり
の生活の質を高めることができる指
導の充実を図る。

生活の質を高める指
導の充実
（再掲）

②　生徒の芸術・創造活動の充実・
向上をめざし、活動発表の場を設定
するなど、障害のある生徒の文化芸
術活動の充実と発展を図る。

高文連等関係団体と
の連携による障害の
ある生徒の文化芸術
活動の充実と発展

年次計画

２(3) 小学校段
階

①　小学校における読み書きの困難
さの改善等、ＬＤやＡＤＨＤ等の発達
障害のある児童への専門的な指導
の充実を図る。

専門家や関係機関と
連携した小学校にお
ける発達障害のある
児童への専門的な指
導・支援の充実

②　全ての児童が、互いの違いやよ
さを認め磨き合う教育を推進するた
め、人権教育の視点を大切にした集
団づくりを進める。

互いの違いやよさを
認め磨き合う人権教
育による集団づくりの
推進

２(4)中学校段
階

①　中学校における対人関係の困
難さの改善等、コミュニケーション力
に課題のある発達障害のある生徒へ
の専門的な指導の充実を図る。

専門家や関係機関と
連携した中学校にお
ける発達障害のある
生徒への専門的な指
導・支援の実施

②　全ての生徒が、互いの違いやよ
さを認め磨き合う教育を推進するた
め、人権教育の視点を大切にした集
団づくりを進める。

互いの違いやよさを
認め磨き合う人権教
育による集団づくりの
推進

通級指導教室の充
実と活用の促進

通級指導教室の充
実と活用の促進

項目 具体の取組 取組目標



【特別支援教育課 2022.3】

H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

初任者研修・中堅教諭等資質向上研修における障害および合理的配慮に係る研修の実施

悉皆研修の実施

新任校長研修・新任教頭研修等における障害および合理的配慮に係る研修の実施

悉皆研修の実施

人権教育研修による教員の資質向上

人権教育
リーダーの養成

人権教育研修による教員の資質向上

人権教育実践力の
向上

指導力向上と組織体制の強化

個別の指導計画の利
活用に係る目安の検
討

指導計画(91.6%)・支
援計画(87.4%)の利活
用 指導計画(91.2%)

支援計画(79.1%)
指導計画(95.4%)
支援計画(83.2%)

指導計画(92.7%)
支援計画(80.3%)

数値目標
指導計画(98%)
支援計画(96%)

数値目標
R5:指導計画(100%)
R5:支援計画(100%)

 特別支援教育コーディネーター連絡会を拡充し、専門性向上に係る研修の実施

・連絡会
・ブロック別研修

特別支援教育コー
ディネータ連絡会を
特別支援教育コー
ディネーター研修とし
て実施（高等学校）

人権教育研修による
教員の資質向上

３(2) 指導力の
向上をめざし
た専門家との
連携、学校間
の連携の推進

①　個別の教育支援計画や個別の
指導計画の作成を進め、これら計画
に基づいた効果的な指導・支援が実
施できるよう、専門家の活用を図ると
ともに組織体制の強化を図る。

専門家の派遣による
指導力の向上

学校間連携の推進と
担当者の専門性向上

専門家の派遣
高等学校特別支援教
育巡回指導員の派遣

項目 具体の取組 取組目標
年次計画

３(1) 管理職の
マネジメント力
の強化と教職
員対象研修の
実施

①　初任者研修、中堅教諭等資質
向上研修における障害および合理
的配慮に係る研修を悉皆化し、障害
のある子どもの理解促進と教育的実
践力を強化する。

初任者等の障害およ
び合理的配慮に係る
研修充実による実践
力の強化

②　組織体制強化のため、新任校長
研修・新任教頭研修等の管理職研
修において、障害および合理的配
慮に係る研修を実施・充実させ、マ
ネジメント力の強化を図る。

校長等管理職員の障
害および合理的配慮
に係る研修充実によ
るマネジメント力の強
化

③　インクルーシブ教育の基盤とな
る人権教育の視点から、教員の資質
向上を図る。

柱　３

教員の指導力
や専門性の向

上

目標
　○　障害のある子どもの障害の状態や教育的ニーズに応じたきめ細かな指導ができるよう、教員の指導力や専門性を向上させる。
　○　全ての学校園等における教員研修を充実させるとともに、各学校間の人事交流を促進する。

目標の達成に向けた考え方
  ○　特別な支援が必要な児童生徒に対して適切な指導を進めるために、全教職員に対する子どもの障害に関する理解の促進を図る。
  ○　「地域で学ぶ」体制づくりを推進するため、通常の学級の担任を含む全教員の障害のある子どもへの指導力を向上させる。
  ○　適切な合理的配慮の提供が図れるよう、教員の特別支援教育に係る専門性を高めるとともに、様々な事例の共有化を進める。



【特別支援教育課 2022.3】

H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

特別支援学校教員の採用方法の工夫検討

採用時の特別支援
学校教員免許状の
必須化等検討

Ｈ31採用選考試験よ
り必須化

校種間人事交流の促進

人事交流の拡大

校種間での研修派遣の研究・検討

校種間での研修派
遣の研究・検討
特別支援学校派遣
研修の実施

大学等への研修派遣の充実(特別支援学校）

特支学校教員の研
修派遣の実施

大学等への研修派遣の充実（小中学校）

小中学校教員の研
修派遣の実施

免許状保有率の向上（近隣大学、放送大学との緊密な連携）

免許取得の促進
（特別支援学校は
義務化検討）

免許取得の促進（特
別支援学校教諭免許
状保有率を平成32年
度までに概ね100％
になるよう目指す）

特別支援学校教諭等
免許状保有状況
91.8%（R2.5.1）

授業づくりと適切な合理的配慮が提供できる研究成果物の普及・活用

センター研究成果
物等の改訂および
普及

センター研究成果物
等の普及・活用

センター成果物の普
及・活用と通級による
指導担当者の実践力
向上に係るコンテンツ
の作成・活用

特別支援学級・通級指導教室担当教員の研修充実

センター研修による
研修充実

特別支援学級・通級
指導教室担当者選択
研修（オンライン）の
実施

③　個々のニーズに応じた合理的配
慮が適切にできる特別支援学級担
任、通級指導教室担当教員の育成
を図る。

ユニバーサルデザイ
ンの視点を生かした
授業づくりと適切な合
理的配慮が提供でき
る研究成果物の普
及・活用

特別支援学級・通級
指導教室担当教員の
研修充実による専門
性向上

①　大学等への研修派遣の充実に
より、特別支援教育に関する専門的
指導や助言ができる人材の育成を
図る。

大学等への研修派遣
の充実による人材育
成の推進(特別支援学
校）

大学等への研修派遣
の充実による人材育
成の推進（小中学校）

②　全ての特別支援学校教員につ
いて、特別支援学校教諭免許状の
取得をめざすとともに、特別支援学
級担任・通級指導教室担当教員に
ついても可能な限りにおいて特別支
援学校教諭免許状の取得を進め
る。

特別支援学校教諭免
許状取得促進による
専門性の向上

３(3) 特別支援
学校・特別支
援学級・通級
指導教室等の
担当教員の専
門性向上

年次計画

３(2) 指導力の
向上をめざし
た専門家との
連携、学校間
の連携の推進

②　教員の採用方法を工夫検討し、
特別支援教育に関する資質と能力
の高い教員の採用を進める。

特別支援学校教員の
採用方法の工夫検討

③　小中高等学校と特別支援学校と
の校種間人事交流を促進し、教員の
実践的な指導力の向上を図る。

小中高等学校と特別
支援学校との人事交
流の促進による指導
力の向上

校種間での研修派遣
に関する研究の推進

項目 具体の取組 取組目標



【特別支援教育課 2022.3】

H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

教員の専門性向上に向けた効果的な研修・研究の実施

課題別研修の実施

課題に関する研究の実施

課題研究の実施
研究成果の普及

特別支援学校におけ
るICT活用プロジェク
ト研究

ICTプロジェクト研究
の成果と課題のまと
め

特別支援教育に精通した人材の育成

特別支援教育コア
リーダー研修
（２年次）の実施

特別支援教育のリー
ダーを育てる研修
＜プロジェクト研究
特別支援教育推進
リーダー研修＞

特別支援教育のリー
ダーを育てる研修
＜プロジェクト研究
特別支援教育推進
リーダー研修、サテラ
イト研修等＞

高等学校特別支援教
育コーディネーター
研修の実施

小・中学校特別支援
教育コーディネー
ターの実施

ＩＣＴ機器の活用を含むユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業改善の研究

モデル校研究
モデル校研究と成果
発信

特別支援教育の視点を生かしたセンター研究成果物等の活用と情報発信

センター研究成果
物等の改訂と情報
発信

特別支援教育の視点
を生かしたセンター
研究成果物等の活用
と情報発信

自立活動ロードマッ
プの制作

自立活動ロードマッ
プの普及活用

３(4) 専門性向
上に係る研
修・研究の充
実

①　効果的な研修・研究により、教職
員の専門的な知識や指導法・技能
の習得を図り、実践力を向上させる。

授業改善・教材開発
に係る研修・研究によ
る実践力の向上

滋賀のめざす特別支
援教育ビジョンに係る
課題に関する研究に
よる実践力の向上

②　特別支援教育コアリーダー研修
の実施により、特別支援教育を進め
る資質と能力の向上を図る。

効果的な研修体系の
構築と人材育成の推
進

③　ＩＣＴ機器の活用を含め、ユニ
バーサルデザインの視点を取り入れ
た授業改善および教材作成に関す
る研究を進め、研究成果の共有と発
信に努める。

ＩＣＴ機器の活用を含
むユニバーサルデザ
インの視点を取り入れ
た授業改善研究の推
進

特別支援教育の視点
を生かしたセンター研
究成果物の活用と情
報発信

項目 具体の取組 取組目標
年次計画
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

合理的配慮の提供にかかる市町との共同研究の実施

研究対象市町の決
定
共同研究1年次

共同研究2年次
研究成果の検証・普
及

小中学校への分教室の設置

モデル事業の研究
モデル事業の研究と
検証

モデル事業の研究と
検証

高等学校への分教室設置

調査・研究 研究

「副次的な学籍」制度の導入に向けた研究

モデル事業の研
究・検討と実施 制度導入準備・検討

「副次的な学籍」制度
開始
「副次的な学籍」制度
の全県への普及

地域で学ぶ支援体制強化事業（支援員）の実施

H27開始分 H31開始分

H28開始分 方向性を検討

H29開始分

地域で学ぶ支援体制強化事業（看護師）の実施

看護師配置補助の
実施

方向性の検討

４(2) 小中学校
における充実

①　特別支援学校の就学要件を満
たす児童生徒が「地域で学ぶ」にあ
たり、支援員を配置する市町に対し
支援する。
　H27～：県1/2　市町1/2
　　H31（国※、県1/3、市町
2/3）
※国庫補助の要件に合致する場合
は、国1/3・県1/3・市町1/3（交

地域で学ぶ支援体制
強化事業（支援員）に
よる教育環境の充実

②　医療的ケアの必要な児童生徒
が「地域で学ぶ」にあたり、看護師を
配置する市町に対し、国との連携の
もと支援する。
　H28～：国1/3、県1/3、市町1/3

地域で学ぶ支援体制
強化事業（看護師）に
よる教育環境の充実

４(1) 共に学ぶ
ための新たな
仕組みづくり

①　合理的配慮の提供に係るモデ
ル事業の実施およびその成果の普
及により、県内の取組を促進させる。

合理的配慮の提供に
かかる市町との共同
研究の推進

②　多様化する学びの場の整備に
向け、小中学校および高等学校へ
の新たな特別支援学校分教室の設
置等について研究・検討を進める。

特別支援学校分教室
の設置研究の推進
（小中学校）

特別支援学校分教室
の設置研究の推進
（高等学校）

③　小中学校と特別支援学校との
「副次的な学籍」制度のあり方につ
いて研究・検討を進める。

小中学校と特別支援
学校との「副次的な学
籍」制度の導入に向
けた研究の推進

柱　４

教育環境の
充実

目標
　○　基礎的な教育環境を整えるとともに、子ども一人ひとりの障害の状況に応じた合理的配慮を提供する。

目標の達成に向けた考え方
  ○　子どもの障害の状況や教育的ニーズに応じた多様な学びの場を柔軟に選択し、見直しできるよう、教育環境の整備とその充実を図る。
  ○　合理的配慮の提供が適切にできるよう、基礎的環境整備を進める。

項目 具体の取組 取組目標
年次計画

方向性の再検討
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

きめ細かな指導のための通級指導教室の配置・充実

通級指導教室の計
画的な配置・拡大

専門家や関係機関と連携した通級指導教室の充実による支援

通級指導教室の充
実による支援

研究成果の普及

多人数特別支援学級への支援員の配置・充実

多人数特別支援学
級への非常勤講師
配置充実

配置基準を引き下
げ、多人数特別支援
学級への支援員配置
充実

県立高等学校への支援スタッフの配置

支援スタッフの配置

高等学校入学者選抜における配慮事項の拡大・充実

他府県の情報収
集、配慮事項の検
討

発達障害のある生徒へのソーシャルスキルの指導

ソーシャルスキルト
レーニングの研究・
検討 研修、実施

普及

通級による指導のあり方等について研究・検討

通級指導のあり方
の研究・検討

指定校において、通
級制度を導入（１
校）、実施・検証

（仮）これからの滋賀
の県立高等学校の在
り方に関する基本方
針策定

通級指導の拡大検討

４(3) 高等学校
における充実

①　県立高等学校に特別な支援を
必要とする生徒への支援スタッフを
配置し、障害のある生徒への支援の
充実を図る。

特別な支援を必要と
する生徒への支援ス
タッフの配置

②　障害のある生徒が県立高等学
校入学者選抜を受検する際の配慮
事項等の拡大・充実により環境整備
を進める。

高等学校入学者選抜
における配慮事項の
拡大・充実

③　発達障害の状況に応じた学びを
推進するため、障害理解の推進を図
るとともに、発達障害のある生徒のた
めのソーシャルスキルトレーニングな
どの専門指導の実施について研究・
検討する。

ソーシャルスキルト
レーニングなどの専門
的な指導の実施

④　今後の国の動向を踏まえつつ、
通級による指導のあり方についての
研究・検討を進める。

通級による指導のあ
り方についての研究・
検討

項目 具体の取組 取組目標
年次計画

４(2) 小中学校
における充実

③　通級指導教室の計画的な配置
とその充実および専門性の向上に
努める。

通級指導教室の配
置・充実の促進

④　専門家や関係機関と連携した通
級指導教室の充実によって、小中学
校における教員の指導力の向上を
図る。

専門家や関係機関と
連携した通級指導教
室の充実による指導
力の向上

⑤　多人数の特別支援学級におけ
る指導体制の充実のための支援員
の配置と充実に努める。

多人数特別支援学級
への支援員の配置・
充実
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

新たな高等養護学校の必要性の研究・検討

新増設の必要性の
研究と検証

検証結果に基づく設
置の検討

新設高等養護学校設
計協議

新設高等養護学校工
事

北大津高等養護学校
開校

特別支援学校の再編整備の検討

再編整備の必要性
の研究と検証

検証結果に基づく整
備の検討

高等養護学校・高等部への職業学科や職業コース等の設置 （再掲）

教育課程の編成・
施設設備の研究

研究結果に基づく設
置計画の策定
知肢併置校に職業
コース設置開始

高等養護３校に職業
学科「しごと総合科」
設置

北大津高等養護学校
開校に伴い高等養護
学校４校に職業学科
「しごと総合科」設置

専門人材の活用促進

活用方法の検討 活用の促進

活用できる専門人材
について検討

指導的な立場の看護
師配置についての検
討

特別支援学校のセンター的機能の充実

（仮称）地域支援セ
ンターの必要性の
研究と検証

検証結果に基づく支
援の実施

特別支援学校のセン
ター的機能のあり方
について検討

年次計画

②　児童生徒等の障害の重度・重複
化を踏まえた複数の障害種に対応し
た特別支援学校の設置と行政区や
学校の特色化を踏まえた通学区の
柔軟化等について研究・検討を進め
る。

特別支援学校の再編
整備の必要性の研
究・検討

③　特別支援学校におけるキャリア
教育の推進のため、生徒の障害の
程度に応じて教育内容や教育課程
を見直すとともに、高等部に職業学
科や職業コース等を置くことについ
て研究・検討する。

社会的・職業的自立
をめざす学科・コース
の設置による職業教
育の充実（再掲）

④　障害の状況に応じた指導を充実
させるため、専門人材（看護師、理
学療法士、ソーシャルワーカー等）
の活用を促進する。

専門人材の活用促進

⑤　特別支援学校のセンター的機能
を充実させた（仮称）地域支援セン
ターの設置を検討するなど、関係機
関等と連携した地域支援を強化す
る。

特別支援学校のセン
ター的機能の充実に
よる小中高等学校等
への支援の強化

①　学校卒業後の社会的・職業的自
立をめざし、職業学科を設置した新
たな高等養護学校の必要性につい
て研究・検討を進める。

新たな高等養護学校
の必要性の研究・検
討

項目 具体の取組 取組目標

４(4) 特別支援
学校における
充実
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

県と市町の連携による教員の指導力向上と推進体制の強化

県と市町との連携

「地域で共に学ぶ」特別支援教育体制の整備・充実（県）

県による特別支援
教育体制の整備・
充実

インクルーシブ教育システムの構築をめざした体制づくりの推進と理解啓発促進（市町）

市町による体制づく
りと理解啓発

家庭との連携

子どもの自信と見
通しが育つ家庭の
教育力向上

地域との連携・協働

ボランティアなど地
域人材の活用と障
害者理解の促進 児童生徒の健全育成

に係る県と市町の連
携による取組（県と14
市町との間で協定を
締結）

５(2) 家庭や地
域、関係機
関、企業等と
の連携

①　学校とＰＴＡとの連携・協力のも
と、日常的な生活場面における子ど
もの自信と見通しを育て、発達段階
に応じた自律性が身に付くよう、家
庭の教育力の向上を図る。

家庭の教育力向上
（家庭との連携促進）

②　学校と地域の連携・協働体制づ
くりの充実により、ボランティアや地
域人材等の活用を図るとともに、地
域の協力を得て、障害者への理解と
支援を推進する。

地域との連携・協働

５(1) 県と市町
との連携

①　県と市町とが連携して、全ての
教員の特別支援教育における指導
力の向上に努めるとともに、全ての
学校における推進体制を強化する。

県と市町の連携によ
る教員の指導力向上
と推進体制の強化

②　県は、市町の考え方や方向性、
課題となる事柄等を丁寧に聞き取
り、県が行うべき役割と市町への支
援の内容を整理して、「地域で共に
学ぶ」特別支援教育体制の整備・充
実を進める。

「地域で共に学ぶ」特
別支援教育体制の整
備の推進（県）

③　市町においては、障害のある子
どもと障害のない子どもが同じ地域
で共に学び、共に生きる力を身に付
けられるよう、インクルーシブ教育シ
ステムの構築をめざした体制づくりを
推進するとともに、地域住民への理
解と啓発を進める。

インクルーシブ教育シ
ステムの構築をめざし
た体制づくりの推進と
理解啓発の促進（市
町）

柱　５

教育における
連携（役割分
担）の推進

目標
　○　インクルーシブ教育システムの構築に向け、県と市町とが各々役割分担しながら、円滑な実施に向け連携協力して取り組む。
　○　保健・医療、福祉、労働等の各種関係機関や、家庭・地域、また企業等との連携協力により、学校卒業後の自立までを見据えた幅広い教育的支援を実現する。

目標の達成に向けた考え方
　○　早期の段階から関係機関と連携した支援を行うことにより、地域での自立と社会参加を推進する。
　○　学校での指導・支援を効果的に進めるために、インクルーシブ教育システムの構築に向けた理解啓発を進めるなど、家庭や保護者との連携を図る。
　○　障害のある子どもが地域で共に学び、地域で共に生きていくことができるよう、地域住民の障害への理解を進め、地域住民とのつながりを深める。

項目 具体の取組 取組目標
年次計画



【特別支援教育課 2022.3】

H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

保健・医療との連携

障害の重い子ども
への適切な支援と
障害のある子への
早期支援

福祉との連携

障害のある子の早
期発見と適切な支
援

労働との連携

ハローワークや働
き・暮らし応援セン
ター等の在学中か
らの活用

企業や経済団体との連携

「しがしごと応援団」
の創設による企業
等との連携

年次計画

５(2) 家庭や地
域、関係機
関、企業等と
の連携

③　保健・医療の関係機関と連携し
て、障害の重い子どもに対する学校
生活の充実に向けた適切な支援を
図る。

・保健・医療との連携

④　発達支援センター等の福祉関係
機関との連携のもと、障害のある子ど
もの学習環境の整備を進める。

福祉との連携の促進

⑤　ハローワークや働き・暮らし応援
センター等の労働関係機関等との連
携のもと、卒業後を見据えた社会参
加と職業的自立を進める。

労働との連携の促進

⑥　企業や経済団体との連携のも
と、「しがしごと応援団」 の創設等を
通じて、企業の知見を生かした授業
改善の取組を進めるなど、障害のあ
る生徒の職業教育を充実させる。

企業や経済団体との
連携の促進

項目 具体の取組 取組目標
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

県教育支援委員会の設置・運営

県教育支援委員会
の設置(条例改正)

滋賀県特別支援教育
支援委員会設置・運
営

就学指導と「合理的配慮」の提供に関する指導・助言

「発達障害」部会の
設置

滋賀県特別支援教育
支援委員会の専門部
会については、必要
に応じて設置

統一的指標等の作成とその活用

「知的障害」版の活
用および検証

中学校段階の指標の
活用について研究

中学校段階の指標に
ついて、市町の就学
相談等への活用につ
いて検証

統一的指標の課題検
証・改善

発達障害の早期発見と適切な支援に関する研究

文部科学省委託事
業を活用し、「発達
障害のある子どもへ
の支援強化事業」
の実施

事業の継続および
成果の普及とチェッ
クシートの活用

「学びにくさのある子
どもへの指導充実事
業」の実施

「特別支援教育の視
点に立った『個別最
適な学び』推進事業」
の実施

幼稚園・保育所・認定こども園等への支援

センター的機能の
活用促進

センター的機能の活
用促進と充実

特別支援学校セン
ター的機能による幼
稚園・保育所・認定こ
ども園等への支援の
強化

６(1)県教育支
援委員会の設
置と充実

①　県就学指導委員会の機能を見
直し充実させた（仮称）県教育支援
委員会の設置により、早期段階から
学校卒業後までの一貫した支援が
できる体制を構築する。

県教育支援委員会の
設置と機能の拡充

②　各市町の就学指導・相談につい
ても、要請に応じて、望ましい学びの
場の柔軟な選択や「合理的配慮」の
提供に向けた指導や助言ができる
体制整備を進める。

適切な就学先決定と
「合理的配慮」提供へ
の指導・助言

６(2) 適切な就
学相談システ
ムの構築

①　障害のある子どもとその保護者
が、県内どの市町においても同様の
就学指導や情報提供を受けることが
できる体制づくりを進める。

適切な就学指導のた
めの統一的な指標等
の作成とその活用

発達障害の早期発見
と適切な支援に向け
た研究の推進

②　特別支援学校のセンター的機能
を活用し、就学前の子どもに対する
適切な情報提供と相談対応を充実
させる。

柱　６

適切な就学相
談の推進

目標
　○　子ども一人ひとりの障害に応じた望ましい学びの場が柔軟に選択できるよう、適切な就学相談・進路相談を実施する。
　○　就学前から学校を卒業するまでの発達段階に応じた一貫した指導・支援ができるシステムを構築する。

目標の達成に向けた考え方
  ○　県内どの市町においても同様な就学相談や指導が受けられる体制整備を進める。
  ○　子どもや保護者が柔軟に学びの場を選択できるよう、適切な情報提供と専門性を踏まえた相談を行う。
  ○　障害のある子どもの将来の自立を図るため、地域との連携に基づく早期段階からの一貫した指導・支援を行う。

項目 具体の取組 取組目標
年次計画
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H28（2016） H29（2017） H30（2018） H31（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024） R7（2025）

就学相談担当者の力量向上を図る研修の実施

専門研修の実施

多様なニーズに応え
る研修の場の設定

「障害のある子どもの
就学指導の手引」の
改訂検討

「障害のある子どもの
就学指導の手引」の
活用

サポートチームによる市町支援の研究・検討

・指導主事派遣
・サポートチームに
よる市町支援の研
究・検討

・指導主事派遣
・研究・検討結果に
基づく市町支援の
実施

専門家等の活用による相談・支援機能の充実

相談事例の分析、
専門家活用の研
究・検討

研究・検討結果に
基づく相談・支援の
実施

相談対象を本人、保護者、教職員等とした発達障害等の子どもへの適切な支援

発達障害の子ども
への相談体制の充
実

６(3) 総合教育
センターの相
談支援機能の
強化

①　困難ケースへの適切な対応を図
るため、関係機関との連携や、医
師、臨床心理士等の専門家を活用
した相談・支援機能の充実を図る。

関係機関との連携や
専門家の活用による
相談・支援機能の充
実に向けた研究・検討

②　相談対象を本人、保護者、教職
員等として、発達障害等の子どもの
適切な支援につながるよう機能の充
実を図る。

発達障害等の子ども
の適切な支援につな
がるよう機能を充実

項目 具体の取組 取組目標
年次計画

６(2) 適切な就
学相談システ
ムの構築

③　就学相談担当者の力量向上を
図るための専門研修を実施する。

就学相談担当者の力
量向上（再掲）

④　多様化するニーズに対応するこ
とができるよう、専門家や関係機関
等と連携した市町への支援の充実を
図る。

指導主事や関係機
関、専門家等で構成
するサポートチームに
よる市町への支援の
研究・検討を実施


